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・一橋大学大学院 博士課程在籍

・ホームレス状態の人へのアウトリーチや支援

・日本学生支援機構(JASSO)の貸与奨学金を現在借りている・
借りたことがある方へのアンケート調査(2022)

・若者「見えないホームレス」実態調査(2024)

＜論文等＞

• 「闇バイト増加の背景にある若者の貧困と福祉の不在ー生活相談現場からの考察ー」

POSSE vol.59、2025年。

• 「〔座談会〕落ちる『豊かさのスタンダード』ー令和の大学生のリアルー」中央公論

2024年10月号。

• 「貧困・格差 苦しさの根源はどこにあるのか」岩波ジュニア新書編集部編『生きるた

めのブックガイド－未来をつくる64冊－』岩波書店、2025年。

自己紹介

岩本菜々（NPO法人POSSE代表理事）
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NPO法人POSSEとは

現場の相談・調査から社会を変える

相談 支援 調査 政策提言

・2006年に設立

・労働・貧困問題に取り組むNPO

・大学生・大学院生が中心となり運営（約50人）

・年間2,000件以上の相談支援

・相談から、調査・政策提言へ
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POSSEに寄せられる生活相談
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住居（持ち家・賃貸

住宅）が確保されて

いる

30.3%

住居に住んでいるが、

同居人からの暴力等で

安心して暮らせない

26.0%
路上生活

2.3%

無料定額宿泊所等

の施設

4.9%

その他の

ホームレス

2.0%

その他（ホーム

レス以外）

2.0%

不明

22.0%

相談を寄せる若者の状況

2023年度の相談では、

若年層からの相談全体（304件）

のうち  139件(45.7%) と、

半数近くが

「ホームレス」状態

6



7



ケース①：北陸地方出身の20代女性（POSSE相談事例から）

8



ケース②：近畿地方出身の20代女性（POSSE相談事例から）
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雇用の劣化の背景

•

•

•

•
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ケース③：北陸地方20代女性  （POSSE相談事例から）
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ケース④：宮城県20代女性  （POSSE相談事例から）
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家族関係悪化の背景

• 雇用の悪化、物価高騰により実家から出られない。

✱ ビッグイシュー基金の調査によると、首都圏と関西圏に住む20〜39歳の未

婚の年収200万円未満の個人において、親同居の割合は77 .4%に及ぶ。親の

家に住む理由として多いものの１つは、「親の家を出ても、住居費を自分

で負担できない」が53.7%。

• 一方で、親世代も貧困化しているため「子どもを扶養する」余裕は喪失し

ている。（「共働き」から「総働き」化へ）

→そのため、子どもが体調を崩すなどして家計の支え手でなくなった瞬間、

関係が悪化。

↓

経済的に自立できず、親との関係が悪い場合、ホームレスになってでも脱出

するしかない。

14



15



生活保護の機能不全

※

※

出典：
※１ 厚生労働省「生活保護基準以下の低所得世帯数に対する被保護世帯数の割合の推計について」、2018年。
※２ NPO法人POSSE「2023 年度NPO 法人POSSE 生活相談集計結果からみる若者の『見えないホームレス化』」、2024年。
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貧困ビジネス（無料低額宿泊所）
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POSSE相談事例から

ケース⑤：東京都30代男性

都内の簡易宿泊所からアパートへ転宅したい。門限が決まっており、お風呂も共同で自

由が制限されている。また、部屋は  3  畳と狭く、空調設備がないため冬は施設にいら

れないほど厳しい寒さとなる。転宅のための書類を準備したが、受理されなかった。

ケース⑥：埼玉県30代女性

埼玉県内の無料低額宿泊所に住んでいるが、空調設備がなく夏は室温が  40°Cを超える

ことがある。また、管理者に通帳と印鑑を奪われており、保護費は  2  万円のみが管理

者から渡される。  部屋の窓が当初から壊れており、野良猫が入ってきて室内で繁殖し

ている。

ケース⑦：東京都20代男性

親からの暴言等で家にいられず、家から逃げ出し都内で生活保護の申請をした。しかし

、申請地から程遠い茨城県の施設に入所させられた。管理者に通帳を奪われており、保

護費は月初めに  1  万円のみ渡される。エアコンはつけることを許されていない。 19
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支援に必要な視点

①劣悪な労働市場・実家から逃げてきた若者にとって、

単に労働市場・家族へ押し戻すだけでは解決策にならない

→これまで働いた実感の中で「やっていられない」という実感を

深めている

②必要なアクション：生活保護のゲートを広げる

→まずは無条件で住宅を確保することが重要（今の制度の中では、

生活保護が一番“使える”）

→制度・政策の改善を目指すソーシャルアクションの重要性：

「支援者の関わりの工夫」だけでは、福祉のパターナリズムの問題

を克服するのは困難（ある相談者はシェルターから追い出されるこ

とを恐れ、支援者に意見を伝えられなかった） 22



2021年12月〜2022年１月

年末に、路上で年越しをする人、ネットカフ

ェで過ごす人に声をかけ、行政が提供するウ

ィークリーマンションにつなげる（生活困窮

者自立支援法を利用した、さいたま市の独自

施策

背景：

・行政がネットカフェ難民も含めた実数を把

握していなかった

・ウィークリーマンションの提供の案内をせ

ず、無低を案内。それが原因となり、多くの

若者が生活保護申請を諦めて帰宅していた

「家あって当たり前でしょプロジェクト」
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年末の３日間を通じ、ネットカフェに滞在

する50人以上と繋がり、17人と申請。

シェルターの必要性を可視化。

↓

市議とも連携し、行政に働きかけ。

↓

4日目にして、シェルターが10部屋から17

部屋にまで拡充され、全員分の一時滞在用

のホテルが提供された。

↓

14人が生活保護申請しアパート移行。

→当事者の権利行使を助け、制度に介入す

ることで、より生きやすい社会を目指す。
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